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Ⅷ．参考資料 

１．企業組織再編・倒産などに関する法制の変遷 

1997年の純粋持株会社の解禁以降、企業組織再編を促進する法律の制定や改正が繰り返

されています。 

本ポイント編（第 2版）は、初版策定（2001 年 10 月）以降、2016 年の労働契約承継

法・同法施行規則改正、労働契約承継指針改正、事業譲渡等指針策定までの制定・改

正のうち、主要なものを反映しました。 

出所：厚生労働省ＨＰ、徳住堅治（2016）「労働法実務解説 9 企業組織再編と労働契約」
pp.25-33 をもとに連合作成 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
108 純粋持株会社についてp.39-40 
109 存続会社が消滅会社の株主に対して、存続会社自身の株式ではなく、存続会社の親会社の

株式を交付する方法をいいます。 
110 機構法第43条にもとづき、株式会社産業再生機構は2007年3月に解散 
111 「対価の柔軟化」とは、存続会社の株式以外のもの（例えば、存続会社の親会社の株式や

金銭のみ等）を交付することも認められることをいいます。 

施行 法律 内容 

1997.6  独占禁止法 純粋持株会社108の解禁 

1997.10 商法 合併手続の簡素化 

1999.10 
 

商法 株式交換・株式移転制度の導入 

産業活力再生
特別措置法 

営業譲渡、分社化の手続に関する商法の特例規定の整備 

2000.4 民事再生法 再建型倒産処理の基本型（すべての法人・個人が対象） 

2001.4 
 

商法 会社分割制度の導入・簡易な営業全部の譲受け制度の導入 

労働契約承継
法 

会社分割時の労働契約・労働協約承継について労働者・労働
組合への通知、労働者の理解と協力を得る手続、異議申出の
導入 

2003.4 会社更生法 民事再生手続の特別手続（株式会社を対象に更生計画案決議
前の営業許可制等の導入） 

産業活力再生
特別措置法 

産業活力再生特別措置法にもとづく三角合併109の導入 

株式会社産業
再生機構法 

有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている事業者
の事業の再生（営業譲渡等）を支援110 

2004.4 民法 担保物件・民事執行制度の改善 

2005.1 破産法 営業譲渡許可制等の導入、労働債権の財団債権に格上げ 

2006.5 会社法 
（商法⇒会社
法） 

簡易組織再編要件の緩和・略式組織再編制度の新設 
事業譲渡における株主総会の特別決議の省略（略式事業譲
渡） 

2007.5 会社法 吸収合併等における対価の柔軟化111（三角合併等の整備） 

2008.3 労働契約法 労働条件の不利益変更禁止、解雇権濫用法理の法制化 

2014.1 産業競争力強
化法 

事業再編の円滑化をはかるため、事業の生産性向上をめざす
事業活動について、税制優遇、金融支援の措置を導入 

2015.5 会社法 詐害的会社分割に関する残存債権者の保護規定の追加 

2016.9 
 

労働契約承
継法 

労働契約承継法・同法施行規則・労働契約承継指針の改正 
個別協議の対象者となる労働者、説明事項の拡大 

事業譲渡等指針の策定 
事業譲渡・合併時の労働組合等との事前協議、承継予定労働
者の承諾 
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２．事業再編時における労働債権の保護に関する組織点検活動に向けた環境整備のための

ワーキンググループ」（略称：組織再編ＷＧ） 
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